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(57)【要約】
【課題】複数色の光を混合して発光する発光装置におい
て、色むらの低減を図る。
【解決手段】発光装置１は、ＬＥＤ３と、ＬＥＤ３から
出射された光を異なる色の光に波長変換する波長変換部
材５と、を備える。波長変換部材５は、光導出面側に凸
の樋状とされている。この構成により、ＬＥＤ３から出
射された多くの光が、波長変換部材５に対して直角に入
射する。波長変換部材５を伝搬する光の光路長差が小さ
くなるため、波長変換部材５に入射した光は、同程度波
長変換されることになる。そのため、波長変換部材５か
ら導出される光の色むらを低減することができる。また
、波長変換部材５が樋状とされていることにより、ＬＥ
Ｄ３の側方にも波長変換部材５が配置される。これによ
り、発光装置１の側方にも光を照射することが可能とな
ると共に、波長変換部材５の曲率を調整することにより
側方へ照射される光の配光を制御することができる。
【選択図】図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　配線基板上に実装された複数の固体発光素子と、
　前記複数の固体発光素子の互いに隣接した素子同士がグループを成した複数の発光グル
ープと、
　前記発光グループ毎に当該発光グループに含まれる固体発光素子の光導出面を被覆する
複数の透明封止部材と、
　前記透明封止部材毎に当該透明封止部材の光導出面を被覆して、前記固体発光素子から
出射された光を前記発光グループ毎に異なる色の光に波長変換する複数の波長変換部材と
、を備え、
　前記複数の波長変換部材の各々は、光導出面側に凸の樋状に構成されていることを特徴
とする発光装置。
【請求項２】
　前記複数の波長変換部材の各々は、それぞれ直接、又は前記透明封止部材から導出され
た光を透過する透明部材を介して、又は空気層を介して、又は当該透明部材と空気層とを
介して前記透明封止部材の光導出面を被覆することを特徴とする請求項１に記載の発光装
置。
【請求項３】
　前記複数の固体発光素子は、前記配線基板上にアレイ状又はマトリクス状に実装され、
前記透明封止部材及び波長変換部材は、それぞれ長尺状又は面状とされることを特徴とす
る請求項１又は請求項２に記載の発光装置。
【請求項４】
　前記複数の波長変換部材の少なくとも一部の光導出面に、光を拡散する光拡散パネルが
設けられたことを特徴とする請求項１乃至請求項３のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項５】
　前記複数の波長変換部材から導出される光の色は、光の三原色であることを特徴とする
請求項１乃至請求項４のいずれか一項に記載の発光装置。
【請求項６】
　前記複数の透明封止部材の各々は、それぞれ光導出面側に凸の樋状に構成されているこ
とを特徴とする請求項１乃至請求項５のいずれか一項に記載の発光装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ＬＥＤ（Light emitting diode）等の固体発光素子を用いた発光装置に関す
る。
【背景技術】
【０００２】
　従来からＬＥＤと波長変換部材を用いて、複数色の光を混合して発光する発光装置が知
られている。このような発光装置は、例えば、図１２に示されるように、青色光を発する
ＬＥＤ１０と、ＬＥＤ１０からの青色光を黄色光に波長変換する波長変換部材２０と、光
を反射するリフレクタ３０と、を備える。波長変換部材２０で生み出された黄色光は、波
長変換部材２０により波長変換されなかった青色光と互いに混ざり合って白色光となり、
波長変換部材２０から導出される（例えば、特許文献１乃至４参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００８－２７０７０１号公報
【特許文献２】特開２００９－０６００９４号公報
【特許文献３】特開２００８－２１８４８５号公報
【特許文献４】特開２００８－１２３９６９号公報



(3) JP 2012-199497 A 2012.10.18

10

20

30

40

50

【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記のような発光装置では、ＬＥＤ１０から出射される光の照射角によ
って波長変換部材２０を伝搬する光の光路長が異なる。例えば、図１２に示されるように
、ＬＥＤ１０から略垂直に出射された光は、波長変換部材２０を光路長ｄ１で通過するの
に対し、ＬＥＤ１０から斜めに出射された光は、波長変換部材２０を光路長ｄ２で通過す
る。このとき、ｄ１＜ｄ２となるため、ＬＥＤ１０から斜めに出射された光は、ＬＥＤ１
０から略垂直に出射された光に比べて、より多く波長変換されることになる。このように
、ＬＥＤ１０から出射される光は、その照射角によって波長変換される度合いが異なるた
め、色むらを生じ易い。また、この発光装置は、ＬＥＤ１０の側方にリフレクタ３０が配
置されているため、装置の側方に光を照射することができない。
【０００５】
　本発明は、上記課題を解決するものであって、色むらの少ない光を発することができ、
しかも発光装置の側方にも配光可能な発光装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明の発光装置は、配線基板上に実装された複数の固体発光素子と、前記複数の固体
発光素子の互いに隣接した素子同士がグループを成した複数の発光グループと、前記発光
グループ毎に当該発光グループに含まれる固体発光素子の光導出面を被覆する複数の透明
封止部材と、前記透明封止部材毎に当該透明封止部材の光導出面を被覆して、前記固体発
光素子から出射された光を前記発光グループ毎に異なる色の光に波長変換する複数の波長
変換部材と、を備え、前記複数の波長変換部材の各々は、光導出面側に凸の樋状に構成さ
れていることを特徴とする。
【０００７】
　前記複数の波長変換部材の各々は、それぞれ直接、又は前記透明封止部材から導出され
た光を透過する透明部材を介して、又は空気層を介して、又は当該透明部材と空気層とを
介して前記透明封止部材の光導出面を被覆することが好ましい。
【０００８】
　前記複数の固体発光素子は、前記配線基板上にアレイ状又はマトリクス状に実装され、
前記透明封止部材及び波長変換部材は、それぞれ長尺状又は面状とされることが好ましい
。
【０００９】
　本発光装置は、前記複数の波長変換部材の少なくとも一部の光導出面に、光を拡散する
光拡散パネルを備えることが好ましい。
【００１０】
　前記複数の波長変換部材から導出される光の色は、光の三原色であることが好ましい。
【００１１】
　前記複数の透明封止部材の各々は、それぞれ光導出面側に凸の樋状に構成されているこ
とが好ましい。
【発明の効果】
【００１２】
　本発明の発光装置によれば、波長変換部材が樋状とされているので、従来の発光装置と
比較して、固体発光素子から出射された多くの光が、波長変換部材に対して直角に入射す
る。これにより、波長変換部材を伝搬する光の光路長差が小さくなるため、波長変換部材
に入射した光は、同程度波長変換されることになる。そのため、波長変換部材から導出さ
れる光の色むらを低減することができる。また、波長変換部材が樋状とされていることに
より、固体発光素子の側方にも波長変換部材が配置されるので、装置の側方にも光を照射
することが可能となると共に、波長変換部材の曲率を調整することにより側方へ照射され
る光の配光を制御することができる。
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【図面の簡単な説明】
【００１３】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る発光装置の分解斜視図。
【図２】上記発光装置の横断面図。
【図３】上記発光装置が発する光のｘｙ色度図。
【図４】（ａ）（ｂ）（ｃ）は、それぞれ上記実施形態の第１の変形例に係る発光装置の
横断面図。
【図５】上記実施形態の第２の変形例に係る発光装置の分解斜視図。
【図６】上記実施形態の第３の変形例に係る発光装置の分解斜視図。
【図７】（ａ）は上記実施形態に係る発光装置を用いた照明器具の斜視図、（ｂ）は同照
明器具の横断面図。
【図８】（ａ）は上記照明器具の変形例の斜視図、（ｂ）は同照明器具の横断面図。
【図９】本発明の第２の実施形態に係る発光装置の分解斜視図。
【図１０】上記発光装置の横断面図。
【図１１】上記発光装置を用いた照明器具の斜視図。
【図１２】従来の発光装置の横断面図。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の第１の実施形態に係る発光装置について、図１乃至図８を参照して説明する。
本発光装置は、固体発光素子としてＬＥＤを用いている。
【００１５】
　図１及び図２に示されるように、発光装置１は、矩形状の配線基板２上に実装された複
数のＬＥＤ３を備える。これらＬＥＤ３は、いずれも点状光源であり、互いに隣接したＬ
ＥＤ３同士がグループを成しており、３つの発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃを形成してい
る。ＬＥＤ３は、例えば、略４０５ｎｍにピーク波長を有する近紫外光を発するものを用
いればよい。発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃは、それぞれ配線基板２の長手方向に沿って
伸び、互いに隣接して配置されている。各グループに属するＬＥＤ３は、それぞれ配線基
板２上にアレイ状（千鳥配列状）に実装されており、その光導出面は、グループ毎に透明
封止部材４により被覆されている。これら３つの透明封止部材４は、それぞれ光導出面側
が凸となった樋状とされ、透明封止部材４の光導出面は、透明封止部材４毎に波長変換部
材５により被覆されている。これら波長変換部材５は、透明封止部材４と同様に、それぞ
れ光導出面側が凸となった樋状に構成されている。３つの波長変換部材５は、波長変換部
材５（Ｒ：赤）と、波長変換部材５（Ｇ：緑）と、波長変換部材５（Ｂ：青）と、から構
成される。波長変換部材５（Ｒ）は、ＬＥＤ３からの近紫外光を赤色光に波長変換する赤
色蛍光体を備える。波長変換部材５（Ｇ）は、ＬＥＤ３からの近紫外光を緑色光に波長変
換する緑色蛍光体を備える。波長変換部材５（Ｂ）は、ＬＥＤ３からの近紫外光を青色光
に波長変換する青色蛍光体を備える。波長変換部材５（Ｒ）、５（Ｇ）、５（Ｂ）は、そ
れぞれ発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃに対応する位置に配置される。
【００１６】
　配線基板２は、高い熱伝導率を有するアルミニウム等の金属やガラスエポキシ等の樹脂
を母材として構成されており、その表面には１０μｍ以上の厚みを有する白色ソルダーレ
ジストが塗布されている。配線基板２は、そのＬＥＤ実装面に高い光反射率を有する光反
射部材（図示なし）を備える。光反射部材は、例えば、銀やアルミニウム等から構成され
る。また、配線基板２は、ＬＥＤ３への給電を担う配線パターン（図示なし）を備える。
なお、配線基板２の構造及び構成材料は、本実施形態のものに限定されない。また、配線
基板２は、配線基板２を天井や壁等に取り付けるための保持構造（図示なし）を備える。
【００１７】
　配線基板２上に実装されるＬＥＤ３の数は、特に限定されるものではなく、必要とされ
る光束に応じて適宜決定される。また、ＬＥＤ３は、配線基板２の配線パターンに対して
フェイスアップ実装されてもよいし、配線パターンに対してフリップチップ実装されても
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よい。
【００１８】
　透明封止部材４は、１．２～１．７の屈折率を有する透光性材料から構成される。透光
性材料は、例えば、透明シリコーン樹脂、透明エポキシ樹脂、又は透明ガラスとされる。
なお、透明封止部材４の形状は、必ずしも樋状に限定されず、例えば、半楕円体状とされ
てもよい。
【００１９】
　波長変換部材５は、透明シリコーン樹脂や透明ガラス等の透光性材料を母材として構成
される。この透光性材料の屈折率は、透明封止部材４を構成する材料の屈折率よりも大き
くされる。波長変換部材５は、透明封止部材４の光導出面に直接密着された状態で配置さ
れる。このような構造は、樋状の波長変換部材５の凹部に透明封止部材４をポッティング
し、これらの部材を反転させてＬＥＤ３を封止した後、透明封止部材４を硬化させること
により得られる。
【００２０】
　発光装置１は、ＬＥＤ３の発光を制御する駆動ドライバ（図示なし）を備える。駆動ド
ライバは、スイッチやマイコン等から構成された調光装置を有し、商用電源に接続される
と共に、配線パターンを介してＬＥＤ３と電気的に接続されている。駆動ドライバは、商
用電源から得た電力のＬＥＤ３への供給を制御することにより、ＬＥＤ３をオン／オフ制
御及び調光制御する。駆動ドライバは、複数設けられ、発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃの
各々に属するＬＥＤ３をそれぞれ一括して制御する３種類から構成される。
【００２１】
　上記のように構成された本実施形態の発光装置１の作用を説明する。ＬＥＤ３から出射
された光は、透明封止部材４を透過し、波長変換部材５に入射する。このとき、図２の破
線矢印で示されるように、波長変換部材５へ入射する光の多くは、波長変換部材５が樋状
とされているため、波長変換部材５に対して直角に入射する。これにより、波長変換部材
５を伝搬する光の光路長差が小さくなるため、各々の入射光は、同程度波長変換されるこ
とになる。そのため、波長変換部材５から導出される光は、色むらの少ない光となる。ま
た、波長変換部材５に入射した光は、波長変換部材５に含まれる蛍光体分子に衝突して種
々の方向に散乱される。これにより、波長変換部材５の輝度むらが低減され、波長変換部
材５を全面に亘って均等な光を発する面状光源とすることができる。
【００２２】
　波長変換部材５は、ＬＥＤ３から出射された近紫外光を発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃ
毎に異なる色（赤色、緑色、青色）の光に波長変換する。これにより、波長変換部材５か
ら導出される光の色は、光の三原色となる。これらの光は、波長変換部材５（Ｒ）、５（
Ｇ）、５（Ｂ）が互いに隣接して配置されているため、容易に混ざり合い、色むらの少な
い白色光となる。
【００２３】
　波長変換部材５から導出される白色光の色調は、図３に示されるｘｙ色度図において、
赤色、緑色、青色の３点を結ぶ三角形の内側の色調であれば、各色に対応した駆動ドライ
バを用いて自在に調整可能である。例えば、発光グループ３ａに属するＬＥＤ３を制御す
る駆動ドライバを用いて、これらＬＥＤ３の出力を上げて波長変換部材５（Ｒ）から導出
される赤色光を増やすことにより、波長変換部材５から導出される白色光を赤みがかった
白色光とすることができる。また、波長変換部材５から導出される白色光の色調や明るさ
は、波長変換部材５に含まれる蛍光体の種類、濃度、他の蛍光体との濃度比等を変化させ
ることによっても調整され得る。
【００２４】
　また、波長変換部材５が樋状とされていることにより、ＬＥＤ３の側方にも波長変換部
材５が配置される。これにより、発光装置１の側方にも光を照射することが可能となると
共に、波長変換部材５の樋状構造の曲率を調整することにより、側方へ照射される光の配
光を制御することができる。
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【００２５】
　また、波長変換部材５を構成する透光性材料の屈折率を、透明封止部材４を構成する透
光性材料の屈折率よりも大きくすることにより、ＬＥＤ３から出射された光が、これらの
部材の界面で全反射されるのを防ぐことができる（図２参照）。これにより、発光装置１
の光取り出し効率を向上させることができる。また、波長変換部材５において散乱された
光や波長変換部材５と外界（大気）との界面において全反射された光の一部は、上記界面
において全反射される。これにより、発光装置１の内部方向へ戻る光を低減することがで
きる。
【００２６】
　上記界面において全反射されずに発光装置１の内部方向へ戻った光は、配線基板２のＬ
ＥＤ実装面に光反射部材が設けられているため、光反射部材により反射され、再び発光装
置１の外部方向へ向かい得る。これにより、発光装置１の光取り出し効率を向上させるこ
とができる。
【００２７】
　また、配線基板２が熱伝導率の高い材料から構成されていることにより、ＬＥＤ３の発
光に伴って生じた熱や波長変換部材５における蛍光体による波長変換に伴って生じた熱を
、配線基板２を通じて外界へ放熱することができる。これにより、発光装置１内部の異常
な温度上昇を防ぐことができるため、ＬＥＤ３の寿命を延ばすことが可能となると共に、
蛍光体の熱劣化を抑制することができる。
【００２８】
　また、ＬＥＤ３を配線基板２上にアレイ状（千鳥配列状）に実装することにより、互い
に隣接するＬＥＤ３間に距離ができるため、各々のＬＥＤ３が発光に伴って発する熱を効
率良く放熱することが可能となる。また、ＬＥＤ３が均等に配置されるため、ＬＥＤ３か
ら出射される光に輝度むらが発生しにくくなる。
【００２９】
　発光装置１は、発光装置１の光導出面を被覆する紫外線フィルタ（図示なし）を備えて
いてもよい。この紫外線フィルタは、樹脂やガラス等から構成された波長制御用の光学フ
ィルタであり、近紫外光をカットする。発光装置１の光導出面に紫外線フィルタを設ける
ことにより、発光装置１が照射する光から近紫外光をカットすることができる。これによ
り、発光装置１のユーザに悪影響を与えることなく、安全に発光装置１を使用することが
可能となる。
【００３０】
　次に、本実施形態の第１の変形例に係る発光装置を図４（ａ）（ｂ）（ｃ）に示す。図
４（ａ）に示される発光装置１は、透明封止部材４と波長変換部材５との間に、透明封止
部材４から導出された光を透過する樋状の透明部材６ａを備える。このような構造は、透
明部材６ａの凹部に透明封止部材４をポッティングし、これらを反転させてＬＥＤ３を封
止した後、透明部材６ａの光導出面を波長変換部材５で被覆することにより得られる。透
明部材６ａは、熱伝導率の高い透光性材料から構成され、例えば、透明ガラスから構成さ
れる。透明部材６ａを設けることにより、波長変換部材５において蛍光体による波長変換
に伴って生じた熱を、透明部材６ａ及び透明封止部材４を介して配線基板２へ効率良く放
熱することが可能となるため、蛍光体の熱劣化を抑制することができる。透明部材６ａを
構成する材料の屈折率は、透明封止部材４を構成する材料の屈折率よりも大きく、かつ波
長変換部材５を構成する材料の屈折率よりも小さくされる。これにより、透明封止部材４
と透明部材６ａとの界面や透明部材６ａと波長変換部材５との界面においてＬＥＤ３から
出射された光が全反射されるのを防ぐことができるため、発光装置１の光取り出し効率を
向上させることができる。また、波長変換部材５において波長変換された光が、発光装置
１の内部方向へ戻ることを抑制することができる。
【００３１】
　図４（ｂ）に示される発光装置１は、透明封止部材４と波長変換部材５との間に、空気
層６ｂを備える。このような構造は、透明封止部材４によりＬＥＤ３を封止した後、隙間
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を設けて透明封止部材４の光導出面を波長変換部材５で被覆することにより得られる。空
気層６ｂを設けることにより、波長変換部材５と空気層６ｂとの界面においてＬＥＤ３か
ら出射された光が全反射されるのを防ぐことができるため、発光装置１の光取り出し効率
を向上させることができる。また、波長変換部材５において波長変換された光が、発光装
置１の内部方向へ戻ることを抑制することができる。更に、空気層６ｂは断熱作用を有す
るため、波長変換部材５における波長変換に伴って生じた熱が透明封止部材４に伝播しに
くくなるため、透明封止部材４の熱劣化を抑制することができる。
【００３２】
　図４（ｃ）に示される発光装置１は、透明封止部材４と波長変換部材５との間に、ＬＥ
Ｄ３実装面側から順に透明部材６ａと空気層６ｂとを備える。このような構造は、透明部
材６ａの凹部に透明封止部材４をポッティングし、これらを反転させてＬＥＤ３を封止し
た後、隙間を設けて透明封止部材４の光導出面を波長変換部材５で被覆することにより得
られる。透明部材６ａと空気層６ｂとを設けることにより、透明封止部材４と透明部材６
ａとの界面や空気層６ｂと波長変換部材５との界面においてＬＥＤ３から出射された光が
全反射されるのを防ぐことができるため、発光装置１の光取り出し効率を向上させること
ができる。また、波長変換部材５において波長変換された光が、発光装置１の内部方向へ
戻ることを防止することができる。更に、波長変換部材５における波長変換に伴って生じ
た熱が透明封止部材４に伝播しにくくなるため、透明封止部材４の熱劣化を抑制すること
ができる。
【００３３】
　次に、本実施形態の第２の変形例に係る発光装置を図５に示す。図５に示される発光装
置１は、発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃ毎にマトリクス状（面状）に配置されたＬＥＤ３
と、共に上面視面状とされる透明封止部材４及び波長変換部材５と、を備える。本変形例
による発光装置１は、ＬＥＤ３の配置並びに透明封止部材４の構造及び波長変換部材５の
構造が異なる以外は、図１に示される発光装置１と同一の構造を備える。本変形例によれ
ば、発光装置１を各色発光面の上面視が略正方形となっている面状光源とすることができ
る。
【００３４】
　次に、本実施形態の第３の変形例に係る発光装置を図６に示す。図６に示される発光装
置１は、各々２つずつの発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃと、各々の発光グループ３ａ、３
ｂ、３ｃ毎に直線状に配置されたＬＥＤ３と、共に上面視長尺状とされる透明封止部材４
及び波長変換部材５と、を備える。ここで、発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃは、発光グル
ープ３ａ－３ｂ－３ｃの並びが２回繰り返す形で横並びに配置されている。本変形例によ
る発光装置１は、ＬＥＤ３の配置並びに透明封止部材４の構造及び波長変換部材５の構造
が異なる以外は、図１に示される発光装置１と同一の構造を備える。本変形例によれば、
図１に示される発光装置１と比較して、各々の波長変換部材５の発光面積が小さいため、
互いに隣接した波長変換部材５から導出された異なる色の光同士が混ざりやすくなる。そ
のため、発光装置１から導出される白色光の色むらをより低減することができる。
【００３５】
　上述したような発光装置１を複数個用いて照明器具を構成した例を図７（ａ）（ｂ）に
示す。照明器具１０は、縦列して配置された４つの発光装置１を備え、これら発光装置１
は、それぞれ配線基板２に設けられた保持構造（図示なし）を介して筐体７に保持されて
いる。筐体７は、軽量かつ高い剛性を有する材料から構成され、例えば、ポリエチレンテ
レフタレート（ＰＥＴ）樹脂から構成される。筐体７は片面が開口した矩形の枠体とされ
、その凹部中央に光導出面側を筐体７の開口面に向けた状態で発光装置１が収容されてお
り、発光装置１の縁と筐体７の開口部の縁とを連結するように平板状の反射板７ａが斜め
に設置されている。反射板７ａは、高い光反射率を有する材料から構成され、例えば、ア
ルミニウム板から構成される。反射板７ａは、図７（ｂ）において破線矢印で示されるよ
うに、発光装置１の側方に照射された光を反射して照明器具１０の外部方向へ向かわせる
ことにより、照明器具１０の光取り出し効率を向上させる。照明器具１０によれば、輝度
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むら及び色むらの少ない白色光を照射することができるライン照明器具を得ることができ
る。なお、照明器具１０に搭載される発光装置１の数及び発光装置１の配置は、本実施形
態のものに限定されない。また、筐体７や反射板７ａを構成する材料やそれらの構造も、
上記のものに限定されない。
【００３６】
　照明器具１０は、図８（ａ）（ｂ）に示されるように、その光導出面に光を拡散する光
拡散パネル８を備えていてもよい。光拡散パネル８は、例えば、炭酸カルシウムやアクリ
ル等の光拡散粒子が内部に分散されたポリカーボネイト樹脂やアクリル樹脂から構成され
る。または、光拡散パネル８は、これらポリカーボネイト樹脂やアクリル樹脂の表面又は
裏面の少なくとも一方に、フロスト加工等により微細な凹凸構造を形成したものから構成
される。光拡散パネル８を設けることにより、波長変換部材５（Ｒ）、５（Ｇ）、５（Ｂ
）からの赤色光、緑色光、青色光を、種々の方向に拡散させることが可能となる。そのた
め、図７に示される照明器具１０に比べて、照明装置１０から照射される白色光の色むら
及び輝度むらを更に低減することができる。また、光拡散パネル８を比較的硬度が高い材
料から構成した場合には、光拡散パネル８を照明器具１０を衝撃等から保護する外殻部材
としても機能させることができる。なお、光拡散パネル８は、本実施形態においては、照
明器具１０の光導出面全体を被覆するように配置されているが、照明器具１０の光導出面
の一部を被覆するように配置されてもよい。
【００３７】
　上述した本実施形態及びその変形例並びにそれらを用いた照明器具によれば、色むら及
び輝度むらが低減され、しかも調光制御可能な白色光を発することができる発光装置１及
び照明器具１０を得ることができる。また、これらの発光装置１及び照明器具１０は、装
置の側方にも配光制御可能な光を照射することができる。
【００３８】
　次に、本発明の第２の実施形態に係る発光装置について、図９乃至図１１を参照して説
明する。図９及び図１０に示されるように、発光装置１１は、配線基板２上に実装され、
３つの発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃに分けられた複数のＬＥＤ３を備える。これらＬＥ
Ｄ３は、発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃ毎に配線基板２上に載置された枠部材９により仕
切られている。枠部材９は、アルミニウム等の高い光反射率を有する材料から構成され、
配線基板２とほぼ同じ大きさで光入射面と光導出面の両面が開口した矩形の枠体と、その
枠体の内部を仕切る帯状の板と、を備える。ここで、枠部材９の各々の仕切られた領域は
、光導出面側に向かうにつれて開口度が広がる逆四角錐台形状となっている。枠部材９の
各々の仕切られた領域には、それぞれ透明封止部材４が充填される。各々の透明封止部材
４は、それぞれ発光グループ３ａ、３ｂ、３ｃに属するＬＥＤ３を封止し、これら３つの
透明封止部材４の光導出面を共通して覆うように、平板状の波長変換部材５が配置される
。波長変換部材５は、発光グループ３ａに対応する位置に波長変換部材５（Ｒ）を備え、
発光グループ３ｂに対応する位置に波長変換部材５（Ｇ）を備え、発光グループ３ｃに対
応する位置に波長変換部材５（Ｂ）を備える。発光装置１１は、枠部材９を備える点と、
透明封止部材４の構造及び波長変換部材５の構造とが異なる点との２点以外は、図１に示
される発光装置１と同一の構造を備える。
【００３９】
　本実施形態の発光装置１１の作用を説明する。ＬＥＤ３から出射された光は、透明封止
部材４を透過し、波長変換部材５に入射する。波長変換部材５に入射した光は、波長変換
部材５（Ｒ）、５（Ｇ）、５（Ｂ）において、それぞれ赤色光、緑色光、青色光に変換さ
れた後、波長変換部材５から導出される。ここで、波長変換部材５（Ｒ）、５（Ｇ）、５
（Ｂ）が互いに隣接して配置されているため、これら赤色光、緑色光、青色光は容易に互
いに混ざり合い、色むらの少ない白色光となる。また、波長変換部材５に入射した光は、
波長変換部材５に含まれる蛍光体分子に衝突して種々の方向に散乱される。これにより、
波長変換部材５の輝度むらが低減され、波長変換部材５を全面に亘って均等な光を発する
面状光源とすることができる。
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【００４０】
　波長変換部材５が単純な構造の平板状とされることにより、発光装置１で用いられる樋
状の波長変換部材５に比べて、波長変換部材５を簡便に作製することができる。これによ
り、発光装置１１の作製にかかる手間を減らすことができる。
【００４１】
　枠部材９が高い光反射率を有する材料から構成され、その仕切られた領域が逆四角錐台
形状とされることにより、図１０の破線矢印で示されるように、ＬＥＤ３からＬＥＤ３の
側方に出射された光を反射して、波長変換部材５に入射させることができる。これにより
、発光装置１１の光取り出し効率を向上させることができる。
【００４２】
　上述したような発光装置１１を複数個用いて照明器具を構成した例を図１１に示す。照
明器具１１ａは、縦列して配置された４つの発光装置１１と、発光装置１１を保持する筐
体７と、発光装置１１から出射された光を反射する反射板７ａと、を備える。筐体７及び
反射板７ａは、照明器具１０で用いられたものと同一のものとされる。照明器具１１ａは
、上述のように発光装置１１の作製にかかる手間が少ない分、照明器具１０よりも容易に
作製することができる。
【００４３】
　本実施形態の発光装置や照明器具によれば、色むら及び輝度むらが低減され、しかも調
光制御可能な白色光を発することができる発光装置１１及び照明器具１１ａを、発光装置
１や照明器具１０と比較して、簡便に作製することができる。
【００４４】
　なお、本発明に係る発光装置は、上記実施形態に限定されず、種々の変形が可能である
。例えば、固体発光素子は、本実施形態においては近紫外ＬＥＤとされるが、近紫外ＬＥ
Ｄに限定されず、例えば、青色ＬＥＤ等の他色の光を発するＬＥＤであってもよいし、有
機ＥＬ素子であってもよい。また、固体発光素子は、必ずしも１種類の固体発光素子から
構成される必要はなく、発光グループ毎に異なる種類の固体発光素子が用いられてもよい
し、同一発光グループ内において複数種類の固体発光素子が用いられてもよい。また、本
実施形態では、発光装置は白色光を照射するように構成されているが、他色の光を照射す
る構成とされてもよい。また、波長変換部材に含まれる蛍光体は、本実施形態のものに限
定されず、他の蛍光体であってもよいし、波長変換を担う物質は、蛍光体に限定されず、
例えば、燐光体であってもよい。また、波長変換部材は、固体発光素子から出射された光
のうち、特定波長の光だけを透過させる光学フィルタ等を備えていてもよい。更に、波長
変換部材の配置は、本実施形態のものに限定されない。
【符号の説明】
【００４５】
１、１１　発光装置
２　配線基板
３　固体発光素子（ＬＥＤ）
３ａ、３ｂ、３ｃ　発光グループ
４　透明封止部材
５、５（Ｒ）、５（Ｇ）、５（Ｂ）　波長変換部材
６ａ　透明部材
６ｂ　空気層
８　光拡散パネル
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